
大分県LSIクラスター形成推進会議

参考資料
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【参考】半導体技術のグリーンイノベーション促進

出典 令和3年6月 半導体戦略（概略）資料
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【参考】

出典 令和4年9月 経済産業省 第1回 デジタル 材育成推進協議会資料

国内における人材育成・確保の動き
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高専における人材育成の動き

高専における半導体教育と育成する人材

【参考】

出典 令和4年7月 東北半導体・エレクトロニクスデザイン研究会キックオフ会合資料

大学・企業などと連携し、トップ人材からボリューム人材までを継続的に輩出する体制を強化。
半導体産業では化学、機械、電気・電 、情報系学科を中 に理 学の広域な知 が必要となる。
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(出典)2022.5 九州半導体人材育成等コンソーシアム 第1回会合資料

【参考】九州における 材育成の取組例∼SIIQアカデミー∼
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【参考】
 材確保に向けた取組例∼事業創出セミナーによる幹部人材の育成∼

人を巻き込みながら事業を創出するための実践教育セミナーを実施。
 社の事業プランを 案し、実際に 動して計画の精度を上げ、経営層にプレゼン。

時期 内容 午前 9:00 12:00 午後 13:00 16:00
5月

業界の変革案/
新規事業案の検討

はじめに/アイデア発想 マクロ環境分析/ゴール設定

6月 市場要求分析 技術の棚卸/技術リサーチ

7月 組織変 論 （中間発表）

8月
事業戦略/

収益性の検討

ポジショニング検討 ビジネスモデル検討

9月 市場規模の予測 収益性の検討

10月 実 計画とテストマーケティング （最終発表）

【対象】
ミドルマネジメント層 1社3名チーム
【参加者】
7社22名
【講師】
ブルーイノベーション(株) 那須 隆志 氏

異職種・異部署メンバーで
各社チーム編成 経営層へプレゼン様々なステークホルダーと

対話し、プランを練り上げる

PoC

優良プランは各社で
事業化を検討
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【参考】

企業と教員の交流機会（コミュニティづくり）として、 分 学および 分 専にて実施。
オープンラボを契機に産学連携講座の実現に向けて協議が加速。

大分高専テクノフォーラム
「先端研究発表会＆ラボツアー」

【日時】 令和4年9月7日
【場所】 大分高等専門学校
【プログラム】
・第１部 先端研究発表 講演（５本）
・第２部 ラボツアー

【参加者】 26社 91名（内 会員８社３機関）

半導体シーズニーズマッチングラボ
in 大分大学

【日時】 令和4年9月22日
【場所】 大分大学
【プログラム】
・第１部 大学＆企業 講演（各2本）
・第２部 教員研究パネル展示

【参加者】 9社 4機関 41名

取組③実施例∼企業向けオープンラボ∼
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【参考】

出典 令和4年10月 第160回九州地方知事会議・第42回九州地域戦略会議

令和5年度、
半導体関連人材の確保に向けて
大分工業高校電子科の定員増
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【参考】 度専  材育成事業（案）
企業ニーズの高い研究開発・設計・デジタル等の 度な専  材の育成を実施し、

新技術開発による既存事業の拡大や新事業の創出を目指す。
（アンケート回答企業27社の78％が育成強化を求める）

■短期対策
社員のリスキリングを拡充。
・ 度専 講座の開催と受講 援
・技術アドバイザーの招聘

■中 期対策
教育機関から輩出される人材を確保。
業界ニーズに即した育成を図りつつ、
魅 を伝え、県内就職およびUターンを促進。
・教育機関との連携講座（外部講師として協 ）
・九州半導体人材育成等コンソーシアムとの連携

種別 職種
中途

経験者
高専 大学

短大
工業高校

一般
派遣

回路設計、評価 ● ● ●
ソフトウェア開発 ● ● ● ●
デバイス開発 ● ● ●
プロセス開発 ● ● ●
実装技術開発 ● ● ●
テスト技術開発 ● ● ● ●
製品技術 ● ● ● ●
製造技術 ● ● ● ●
生産技術 ● ● ● ●
生産ライン保全 ● ●
設備保全 ● ●
品質・信頼性技術 ● ● ● ●
解析技術 ● ● ● ●
設備技術 ● ● ● ●
データサイエンス ● ● ●

製品
開発者

生産
技術者

企業（アンケート回答企業の78％）が求める 度専  材

半導体関連メーカー 技術系 職種例

（既存事業）

半導体製造メーカー

半導体設計、
装置メーカー

（本事業）

※アンケートに基づく想定
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 分県 動 関連企業会

参考資料
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出典：経済産業省 自動車新時代戦略会議中間整理
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２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

○「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、自動車分野において、今後１０年間は電気自動車の
導入を強力に推進。
○乗用車・商用車の電動化について、新車販売での目標を設定。

出所：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（概要資料）

〇乗用車
・２０３５年新車で電動車１００％（※）を実
現（※ＥＶ、ＦＣＶ、ＰＨＥＶ、ＨＶ）

○商用車
・小型新車で２０３０年電動車２０～３０％、
２０４０年電動車・脱炭素燃料車１００％

・大型車は技術実証・水素普及等を踏まえ
２０３０年までに２０４０年目標設定

●自動車
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ＣＡＳＥの潮流による産業構造の変化

CASEは、自動車の電子化の加速、異業種プレーヤーとの技術開発競争、ビジネスモデルの変更（ハードから
ソフトへ）、新たな人材確保・育成の必要性など、産業構造の変化をもたらそうとしている。

出典 北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会議総会資料
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出典：経済産業省製造産業局自動車課
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出典：経済産業省製造産業局

55



出典：経済産業省 中部経済産業局 調査報告書

人材の質・量の不足への対応

外部環境の変化に伴うものづくりへの影響

（スマートファクトリーに向けて）
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出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２

61



出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２
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出典：経済産業省 DXレポート２－２
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出典：経済産業省 DXレポート２－２
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出典：経済産業省 DXレポート２－２
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大分県技術人材育成・確保関係事業

雇用労働政策課 若年技能者育成支援事業

技能検定等の資格制度を活用した若年技能者の育成
　　・若年技能者育成企業助成金
　　・技能検定を活用し、若年技能者の育成に取組む企業に対して、その取組に要する
　　　費用を助成（補助率1/2、上限5万円/人、50万円/社
　　・若年技能者育成企業表彰
　　・在校生等に対する技能検定受検料の減免
　　・技能検定2,3級の実技試験受検料を減免
　　　対象者：25歳未満の在校生、減免額9.000円

人材育成

大分県北部振興局
県北自動車関連産業女性活躍
推進事業（Ｒ２・Ｒ３）

自動車関連部品の製造及び付随する生産設備の設計・製造・販売、搬送等における企業
の女性の就労環境を整備する費用の一部を助成（補助率：1/2）
　①ハードコース事業
　　（設備改善）上限額５０万円、（装備改善）上限額２０万円
　②ソフトコース事業　　上限額１０万円
　③情報発信事業　　　上限額１０万円

人材確保

大分県北部振興局
県北地域外国人労働者就業環
境等整備促進事業（Ｒ４）

県北地域の事業者が行う外国人労働者の就労環境等の改善に寄与する取組みに対し、そ
の経費の一部を助成
　補助率1/2、補助上限額100万円

人材確保

雇用労働政策課 若年者就業支援施策

・おおいた産業人財センターを通じて県内就職
・プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて県内就職
・ジョブカフェおおいたを通じて県内就職内定
・拠点施設「dot.」を通じて県内就職内定

人材確保

人材育成・
確保

所属名 事業名 事業概要
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デジタルものづくりの人材
育成支援

デジタルものづくりの人材育成支援デジタルものづくりの人材育成支援

ありたい姿
〇ものづくり中小企業が、デジタル技術を活用して社会環境の変
化に対応可能な、安定した経営基盤を構築できている。

デジタル化を担う人材の育成

デジタル化に向けた取組みの具体化

デジタル化の取組み

現状・課題
○デジタル化を担う 材が不 している。 社内では研修

がなく、ステップアップも含め学ぶ機会がない。
○デジタル化に関する情報が不 しており、 社の取組みを

具体化することが困難である。
○デジタル化による費用対効果のイメージがつかめていない。

資 がネックとなっている

デジタルものづくりの人材育成支援
・デジタルものづくり人材創造塾
・ものづくり現場のデジタル化促進講座

デジタル技術活用の展開・推進
・出張説明会、事例発表会等による情報提供
・計画策定に向けた伴走型支援

デジタル化投資への支援
・ものづくり中 企業デジタル化推進補助 
（IoT化、AI化、ロボット化の取組み）

 ネックとなっていた資 問題を解決
 モデル的な取組みを県内企業に波及

 デジタル化の取組みを知ることができる
 伴走型支援により、計画策定を促進
（スマートものづくり応援隊の活用）

 デジタル化の必要性を具体的にイメージできる
 自社での導入を検討できるようになる

取組の方向性

大分県のデジタルものづくり推進
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県立高校との連携

高校へ外部講師を派遣

（参考：高校教育課）対象 ： 重点校２～３校

● 県内企業に対する企業理解・職業理解を深める
● 企業と高校の関係性の構築
● 県内企業が生徒に求める人材像とその提供の在り方の見直し

地域で技術者を育てる取組として、県立高校（工業系）へ県内の自動車関連企業が外部講師として出向き、技術指導など、
共同授業を実施

インターンシップ生の受入れ

（１）人と技術と環境：（ア人と技術 イ 技術者の使命と責任 ウ 環境と技術・人と技術と環境）
（２）加工技術 ：（ア 形態を変化させる加工 イ 質を変化させる加工・基礎的な加工技術）
（３）生産の仕組み ：（ア 生産工程 イ 分析と測定技術 ）

【学習指導要領：指導項目】

県立高校の新たな取り組みを共創

『地元企業の活動と
リンクさせた授業の構築』

・企業の魅力発見
・即戦力の育成

● 自動車関連企業 ５日以上受入れ
（受入実績：R3約60名、R2約70名、R元約100名）
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部門 品 質 営 業

職務 製品設計 試作 評価 設備保守・機器管理 作業環境管理 生産技術 製造 検査 出荷 品質保証・品質管理 技術営業

製品仕様
基本設計 生産仕様
構想設計 作業環境の整備 設備計画
詳細設計 安全管理推進 設備設計 品質管理計画

知的財産管理 試作製造 性能・耐久確認 設備管理推進 衛生管理推進 設備導入 保守点検 不良品・苦情対応 技術営業

品質管理活動
製品検査機銃の作成

出荷対応
受入検査・対応

設備管理 金型技術 評価
設備点検 製造技術 測定器管理

作業の安全確保
部品加工
熱処理

工具管理 表面処理・改善
金型管理 組み立て 製品検査 出荷

ものづくり層

　中核層

生 産開 発

　経営層
　技術職ＴＯＰ

自動車部品メーカー 技術系職種表技術系職種

企業利益の礎
を育む仕事

企業利益を
生む仕事

企業利益を先
導する仕事

出典：独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構職業能力開発総合大学校 資料参考に作成
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金型保全技術者育成

●金型は製造業の基盤技術。
●金型の保全レベルが、品質や納期の安定性に直結し、取引の際の自動車メーカーの大きな判断材料。
●県内企業の金型保全レベル向上のため、保全技術者を産学官が連携し育成。

72

○県内企業も、自動車メーカーも 産学官が一体となって取り組む事業
○自動車関連のコア事業

県立工科短期大学校

ダイハツ九州株式会社

プレス金型講座 会場

射出成形金型 会場
金型補修技能講習 会場

ダイハツ九州株式会社
明星金属工業株式会社
株式会社大阪精密

・Ｈ２４～ 金型補修技能講習は企業会が主催
・Ｈ２５～ 大阪から九州に進出した企業が参加
・Ｈ２６～ 射出成形金型講座を新設

自動車関連企業会と企業が連携した研修の実施

・金型人材、技術が県内に集積

・県内企業のＱＣＤ対応力向上

・地場調達率の向上

事業効果

◆金型保全技術者育成講座の充実

目的：大分県を産業基盤とする企業に貢献

内容：ダイハツ九州株式会社の講師によるプレス＆射出金型メンテナンス技術強化

⇒部品品質の向上、生産性の向上、働き甲斐の高揚、金型ドクターの育成

TIG肉盛り溶接 射出金型の保全術手仕上げ技能 ﾌﾟﾚｽ金型の保全術

大分県自動車関連企業会とダイハツ九州㈱
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チームリーダー育成方針（Ｒ５）

自動車関連企業会協賛会員及び会員企業へのアンケートした結果を踏まえ、製造現場のチームリーダーを育成

28

20
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17

16

12

12

3

0 5 10 15 20 25 30

一般製造技能者（期間工、派遣等を含む）

チームリーダー

中堅技術者

製造管理マネージャー（20名から100名の組織の長）

技術員

その他（事務職、営業職等）

技能スペシャリスト

上級製造管理マネージャー（200名から500名の組織…

不足人材の内訳

35

31

29

26

22

20

3

2

0 5 10 15 20 25 30 35 40

チームリーダーの育成不足

中堅技能者の育成不足

技術員の育成不足

製造管理マネージャー（２０名から１００名の組織の長）の育成不足

一般製造技術者（期間工、派遣等を含む）の育成不足

技能スペシャリストの育成不足

上級製造管理マネージャー（200名から500名の組織の長）の育…

特になし

人材育成の課題

自動車関連企業においてチームリーダー層を育成するセミナーを実施

対 象  中堅技術者又は新任チームリーダー
内 容  講義とグループワークによる相互研鑽

【内容】
①チームリーダーとして競争力のある生産現場を実現する役割を理解

②チームリーダーとして生産現場で実行する問題解決能力を理解

③チームリーダーとして組織の将来に向けたメンバー育成の重要性を理解

【目的】
①リーダーシップの発揮に依る職場のキーマンとしての行動力

②問題解決を通して改善力の向上に依る現場力のレベルアップ

③モノづくりは人づくりを実践できる指導力の発揮
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自動車関連産業エキスパート派遣支援（Ｒ４～）

・電動車、電動化部品、その関連装置に加え、自動車以外の産業にかかる製品企画（先行開発）を
構想する取組において、エキスパート等による技術支援に必要な経費を補助

【内容】

エキスパート派遣（目利きによる技術開
発支援）を受ける企業へ補助制度を創
設し、フロー最後の試作補助へ結びつ
きやすくする。

・補 助 金:上限200万円
・補 助 率：2/3、対象2社
・採択実績：１件

技術開発支援

電動化部品、関連装置の試作開発支援
・補 助 額：上限500万円
・補 助 率：1/2、対象１社
・採択実績：１件

自動車以外の産業参入試作開発支援
・補助額：上限200万円
・補助率：2/3、対象１社
・採択実績：１件

次世代自動車
参入試作補助

新分野多角化
試作補助

電動化
セミナー

次世代自動車
関連産業研究会

次世代自動車研究会ワークショップ
自動車市場の変化点からチャンスを見つけ出す取組

【R3ＷＳテーマ】
・Ａチーム：「リモート営業／デジタル営業の可能性」
・Ｂチーム：「新型モビリティの進化と大分県での必要性
・Cチーム：「 CN実現に向けて今からできること」

【Ｒ４テーマ】
・スマートファクトリーの取組
～第４次産業革命に対応したものづくりの実現に向けて～
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トヨタ九州 TPS 改善勉強会

『ものづくり』現場の生産性向上の取組

トヨタ九州 TPS 改善勉強会とは
トヨタ生産方式（TPS）の基礎知識および改善手法を使い、生産性の向上と人材育成を図る勉強会
九州の製造企業の会場において、企業の製造責任者が参加し、工程改善に取り組む

【トヨタ生産方式概要】
①TPSの歴史
②TPSの基本的な考え方
③安定した生産
④自働化
⑤ジャストインタイム

【標準作業と改善】
グループ研修・改善

工程管理
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MBD推進センターとの連携

・2015年より、経済産業省主導で「自動車産業におけるモデル利用のあり方に関する研究会」として活動とりまとめてきた
「自動車産業に於けるモデルベース開発の産学官共同戦略的プロジェクトの方針」を民間主体で継承
・全体最適で高度なモノづくりを、手戻りなく高効率で行える、モビリティ社会の最先端の開発コミュニティの実現を推進

（※１）MBD（Model-Based Development、モデルベース開発）とは、
自働車の設計開発で、実物の試作部品ではなくコンピューター上で再現した「モデル」を
活用することで、 部品試作やテストにかかる時間やコストを減らそうとする開発スタイル

2.運営組織

1.MBD(※1)推進センター（2021年設立）

【 2022年9月加入】

 分県 動 関連企業会

MBD 材育成WG

中小企業連携WG
(2022年７月発足)

連携しての活動を検討中

3.活動内容(案)

（１）金型設計から試作立上げまでで各企業での活用可能なMBD(成型・材料モデル)の使用実績や
必要なスキルの内容を把握して展開・教育等のサポート

（２）MBDを活用しての各企業の改善要望の取りまとめとサービスプロバイダの紹介
（３）MBDを導入することで各企業の費用削減や付加価値創出・ビジネス拡大につなげる
（４）.金型以外のECU（車載電子制御装置）等の開発業務への事業展開の為の情報提供
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出典；経済産業省 ミッション志向の自動車政策について(参考資料）
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LSIクラスター形成推進会議との共催事業（令和４年度）

78

現場改善セミナー① 実施年月日：令和４年７月２８日（木） １０：００～１７：００
開催概要 ：「確実に成果を出すDXの進め方」

・業務変革型DXを成功させる考え方や具体的な進め方を解説
講師 ：水田 哲郎 氏

日立コンサルティング理事、グローバル・ビジネスコンサルティング事業部事業部長
参加者 ：２２社 ４３名

内 自動車関連企業会参加者：１２社 ２２名

現場改善セミナー② 実施年月日：令和４年１０月２５日（火） ９：３０～１７：００
開催概要 ：「DX推進のコアスキル」

・ＤＸフレームワーク、ステークホルダーファシリテーション、ストーリーテリングを
マスター

講師 ：吉岡 英幸 氏
ナレッジサイン代表取締役グローバルファシリテーター

参加者 ：１４社 ２２名
内 自動車関連企業会参加者：７社 １２名

次世代自動車関連産業
研究会セミナー

実施年月日：令和４年１１月９日（水） １０：００～１５：３０
開催概要 ：「パワーデバイス基礎講座」

～ 自動車電動化に向けたパワーデバイス開発の最新状況と今後の動向 ～
・「パワー半導体」を核に、現状の確認と新材料（ＳｉＣとＧａＮ）を含む今後の方向性を
主テーマに据えプログラムを構成

講師 ：岩室 憲幸 氏 筑波大学 数理物質系 物理工学域 教授
参加者 ：１９社 ６４名

内 自動車関連企業会参加者：７社 ２４名
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デジタルものづくり推進事業

取

組

背
景

方

針

・ものづくり企業は製造部門において、IoT導入による生産性向上が図られつつあるが、
さらなるデジタル技術（ＡＩ等）の活用を推進するためには継続した支援が必要

・企業変革力を決定づける設計・解析・測定分野でデジタル技術の活用が進んでいない
・デジタル技術の活用を担う人材が不足

１ デジタル技術（IoT、ＡＩ等）の活用支援 ２ デジタルものづくりの人材育成支援

設備投資支援

◯IoT、AI等を活用した生産性向上の取組支援

→IoT活用によるデータ収集・連携の取組

→AI活用による予測・予知の取組（IoT活用企業
のステップアップ）

デジタル技術活用の展開・推進

◯デジタル技術導入計画の策定支援
◯事例発表会の実施

技
術
者
向
け

経
営
者
向
け

①デジタルものづくり人材創造塾
IoT、AI、DXを活用した生産性向上や
３Dものづくり化（設計・解析）のフロントローディングシフト支援

①ものづくり現場のデジタル化促進講座
“生産計画”“製造計画”“製造進捗管理”を始めとして
ものづくり現場のデジタル化を支援
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○自動車関連企業電動化参入支援センター（九州地域経済支援拠点）との連携

経済産業省 自動車産業「ミカタプロジェクト」

R4年7月～ 自動車関連企業電動化参入支援センター（九州地域経済支援拠点）開設

自動車サプライヤー等の電動化分野への参入を図るため、各社の技術やフェーズを踏まえ、きめ細かな支援を実施する。

トヨタ自動車九州（株）や通信機器関連企業の社員やOBが常駐し、事業転換や新規参入に向けた相談や専門家派遣、各種

セミナーの開催などに取り組む。

【支援内容】

82

自動車関連産業エキスパート派遣支援（Ｒ４～）

・電動車、電動化部品、その関連装置に加え、自動車以外の産業にかかる製品企画（先行開発）を
構想する取組において、エキスパート等による技術支援に必要な経費を補助

82



 分県次世代 動 研究会座談会での意 

83

人材育成・確保
（スマートファクトリー化）

【各社の状況】
（人材確保）
・Youtubeへの企業紹介動画投稿
・LINE公式アカウントを活用した求人

（スマートファクトリー化）
・DX化について社内で検討を進めており、企業会の研修等で情報収集中
・生産計画、各工程の進捗管理においてDX化を進めているが、中々思うように進まない
・定形的ではない製品を扱うため、機械化が難しい

SDGｓ 【各社の状況】
（CO2削減）
・太陽光パネル、蓄電池を設置し、工場稼働中の電力をまかなう
・具体的な削減方法については今後検討
・まずは建屋単位での電力見える化を進める

行政・企業会への要望 （行政への要望）
・コロナ禍において、UJIターンの取組をしっかりやってほしい

（企業会への要望）
・企業ごとに出せる情報は限られていると思うが、企業会HPでの取引先や製品紹介をもっと

充実できれば、取引拡大に繋がるのではないか
・HPはできるだけ目につきやすい、構築しやすいものを
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大分県コンビナート企業協議会

参考資料
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 ＥＮＥＯＳグループ カーボンニュートラル計画

出典 ENEOS ニュースリリースより抜粋
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 昭和電  カーボンニュートラへの道筋

出典 昭和電工統合報告書 2022より抜粋
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 昭和電  石油化学・化学品事業におけるロードマップ

出典 昭和電工統合報告書 2022より抜粋
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  本製鉄 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ化を通じて２つの価値を提供

出典  本製鉄 HPより抜粋
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 住友化学 カーボンニュートラルに向けたグランドデザイン
「責務」（当社グループのGHG排出量をゼロに近づける）と「貢献」（当社グループの製品・技術を通じて世
界のGHGを削減する）の両面から気候変動の緩和への取り組みを推進

「責務」に対する具体的な取り組み 「貢献」に対する具体的な取り組み

出典 住友化学レポートより抜粋
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 JX 属グループ 環境目標( 期 標)

出典 JX 属HPより抜粋
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 三井E＆Sグループ 脱炭素社会の実現へ

出典 三井E&Sグループ統合レポート2021より抜粋
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 三井E＆Sグループ 脱炭素社会実現に向けたさらなるﾁｬﾚﾝｼﾞ

出典 三井E&Sグループ統合レポート2021より抜粋
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 九電グループ 2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの実現に挑戦

出典 九州電 HPより抜粋
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 九電グループ 九電グループが目指す姿

出典 九州電 HPより抜粋
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 王 ホールディング 環境ビジョン2050

出典 王 グループ統合報告書2022より抜粋
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 王 ホールディング 削減目標に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

出典 王 グループ統合報告書2022より抜粋
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大分県関係協議会との連携
・ドローン協議会との連携（スマート保安の取組の連携）

●ドローン協議会と連携し昭和電工のプラント内でのドローン
 律  の可否と設備点検の代替手段として検証。シーバース
やナフサタンクなどのドローン活用実証実施。(R2)

●コンビナート協議会においてドローン導入セミナー実施。
保安分野での活用について昭和電工内のタンクを、ドローン

（ELIOS2）で接写撮影等実施し、コンビナート企業が参加。(R2)
●三井E＆Sマシナリーではドローンの遠隔操作で港湾クレーンを

点検する実証実験を実施。（R3、R4）
今後も、ドローンの最新動向等の情報交換などで連携

・エネルギー産業企業会水素関連産業分科会との連携
（ユーティリティ分科会の取組の連携）
●令和4年度は 素関連産業分科会員である 林組、

清水建設のグリーン水素製造実証プラント視察（九重町）。
今後も、水素関連産業分科会と連携し、大分県の水素
サプライチェーン構築等を推進。
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ＥＮＥＯＳの水素社会実現へ向けた

サプライチェーンの構築

2022年11月30日

ＥＮＥＯＳ株式会社 大分製油所

Confidential
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カーボンニュートラルに向けたバリューチェーン（政府目標）カーボンニュートラルに向けたバリューチェーン（政府目標）

 油・ 化事業のバリューチェーン（上流∼下流）

ＥＮＥＯＳの事業概要～カーボンニュートラルへの対応

国内

No.1

石油精製・販売

国内燃料油販売シェア

約50％
原油･天然ガス  産量（当社持分）

約13万バーレル/日

世界10か国
展開

石油・天然ガス田開発

* 

＊ 2020年度実績 * 2021年12月末時点 * 外販量ベース

パラキシレン供給能力

3.23万ｔ/年
* 

石化製品製造・販売
アジア

No.1

発電能力

164万kw

電力小売

* 

輸送用水素/合成燃料

2050年水素需要（グリーン成長戦略）

FCトラック 600万㌧/年
その他（鉄道・船舶等）

電力・産業用水素供給

2050年水素需要（グリーン成長戦略）

水素発電 500∼1,000万トン/年
製鉄 700万トン/年
その他（熱需要、化学産業等）

2030年再エネ導入見通し※政策強化ケース

165.5GW

再生可能エネルギー

 油・ 化事業のグローバルなバリューチェンを えてきた知 ・ノウハウを活かし、再エネ・水素・合成燃
料等、カーボンニュートラルに適合したサプライチェーン構築を 指す。

2030年（グリーン成 戦略）

水素調達目標50万トン

CO2フリー水素開発

2050年（グリーン成 戦略）

水素調達目標2,000万トン

Confidential

1Copyright   ENEOS Corporation  All Rights Reserved.
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海外からのＣＯ２フリー水素の調達に関する取組み

将来はグリーン 素（再エネ由来 素）が主流になると想定されるが、現時点ではブルー水素も含め、
豪州・資源国（東南アジア・中東）をターゲットに幅広く検討している。

日本

東南アジア

中東

豪州

中東における水素事業の協業検討 ブルー
水素

東南アジアにおける水素事業の協業検討

■協業先 
住友商事＆SEDCエネルギー、
ペトロナス

■検討内容 
マレーシアの  資源由来のグリーン 素
及び、石化プラントの副生水素を活用した
水素製造からMCH製造・輸出の検討

■対象地 
マレーシア サラワク州（住友＆SEDC）
マレーシア マレー半島（ペトロナス）

グリーン
水素

ブルー
水素

■協業先 
サウジアラムコ

■検討内容 
• 天然ガス・LPG等の化石資源由

来の水素製造及び、CO2回収・
貯留事業

• アンモニアやMCH等による様々な
水素輸送形態を対象とする検討

■対象地 
サウジアラビア

■協業先 
ネオエン、オリジン、フォーテスキュー

■検討内容 
豪州の豊富な再生可能エネルギー
を用いてグリーン水素を製造、MCHに
変換し日本へタンカーで海上輸送する
までの検討

■対象地 
南オーストラリア州（ネオエン）
クイーンズランド州（オリジン）
 オーストラリア州（フォーテスキュー）

豪州における水素事業の協業検討

北部準州

 オーストラリア

ニューサウスウェールズ
南オーストラリア

ビクトリア

クイーンズランド

タスマニア

グリーン
水素

Confidential
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ＣＯ２フリー水素サプライチェーンにおける貯蔵・輸送形態

製
造

CO2フリー水素の主なキャリアとサプライチェーンイメージ ※常温常圧の液体で扱える水素キャリア

ガス化 水電解
CO2フリー水素

大
規
模
水
素
海
上
輸
送
網

ＣＣＳ※
※二酸化炭素回収・貯蔵技術

海外未利 エネルギー

海外の未利 エネルギー、再 可能エネルギーから製造されるCO2フリー水素の主なキャリアとして、
①液体水素、②有機ハイドライド（MCH）※、③アンモニアなどがある。

褐炭など 海外再生可能エネルギー

グリーン
水素

ブルー
水素

Confidential
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海外再生可能エネルギーによる水素製造

湾岸エリア（製油所）で
水素受入

東南アジア

オーストラリア

中東

H2
H2H2

国内再生可能エネルギー
による水素製造

H2

CO2フリー水素サプライチェーンの構築

経済性と供給安定性を有する海外CO2フリー水素源の確保を目指し、豪州・東南アジア・中東の現地
企業と協業中。
北海道等の国内再エネ資源を活 した国産のCO2フリー水素源確保もエネルギーセキュリティの観点か
らも重要。

H2

和歌山製油所H2

  布製油所

水島製油所

H2 堺製油所

 製油所
 製造所
 ガス  発電所
 製鉄所
 熱需要（化学プラント等）

仙台製油所

 島製油所( 島 油)

千葉製油所
(大阪国際石油)

川崎製油所

横浜製造所根岸製油所

H2

H2

H2
H2

H2

大分製油所
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ＧＩ基金事業を活用した水素サプライチェーン構築

① MCH（メチルシクロヘキサン）サプライチェーン実証 ・・・2030年30円/Nm3の水素供給コストを達成するための商用化実証

② Direct-MCH（直接MCH電解合成）技術開発 ・・・水素コスト低減（2050年20円/Nm3以下）に資する技術開発

③ CO2フリー水素発電実証 ・・・大規模需要を創出する水素ガスタービン発電技術の商用化実証

④ 液化水素方式サプライチェーンの商用化実証 ・・・2030年30円/Nm3の水素供給コストを達成するための商用化実証

⑤ CO2を原料とした合成燃料の製造技術開発 ・・・CO2フリー液体燃料製造に資する技術開発

大規模水素サプライチェーンの構築プロジェクト

CO2等を いた燃料製造技術開発プロジェクト
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